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政策評価（令和７年度）

１　戦略のねらい

２　施策評価の結果

※施策評価の結果：ａ、ｂ、ｃ、ｄ、ｅの５段階で判定した結果

３　総合評価結果と評価理由

　※定量的評価：施策評価結果を点数化して平均点を算出し、Ａ相当、Ｂ相当、Ｃ相当、Ｄ相当、Ｅ相当の５段階に判定する。

　 　・施策評価結果の配点　ａ：４点、ｂ：３点、ｃ：２点、ｄ：１点、ｅ：０点

　 　・判定基準（平均点）　 　Ａ相当：４点、Ｂ相当：３点以上４点未満、Ｃ相当：２点以上３点未満、Ｄ相当：１点以上２点未満、Ｅ相当：１点未満

　※総合評価：定量的評価を基本とし、定性的評価を考慮する必要がある場合には、総合的な観点からA、B、C、D、Eの５段階に判定する。

４　主な課題と今後の対応方針

　※課題と今後の対応方針の各施策の詳細については、施策評価調書を参照

５　政策評価委員会の意見

政策評価調書

　戦略５　健康・医療・福祉戦略

　幹事部局名 健康福祉部 　評価者 企画振興部長 　評価確定日 令和７年７月31日

　県民の生活を支える保健・医療・福祉サービスの充実を図り、全ての人々が共に支え合い、健康で心豊かに暮らせる環
境づくりを推進します。

施　　　策
施策評価の結果

2022（Ｒ４） 2023（Ｒ５） 2024（Ｒ６） 2025（Ｒ７）

目指す姿２安心で質の高い医療の提供 ｅ ｅ ｅ

目指す姿１健康寿命日本一の実現 ｅ ｅ ｅ

目指す姿４誰もが安全・安心を実感できる地域共生社会の実現 ｄ ｄ ｅ

目指す姿３高齢者と障害者の暮らしを支える体制の強化 ｅ ｅ ｃ

総合評価 評価理由　　　　　

Ｅ
　施策評価の結果を基にした定量的評価が「Ｅ相当（平均点0.50）」であることから、総合評価は
「Ｅ」とする。

目指
す姿

　課題（戦略の目標達成に向けた課題など） 今後の対応方針（重点的・優先的に取り組むべきこと）

1

　特定健康診査の実施率が全国平均を下回っているほか、がん検
診受診率（胃・大腸・肺・子宮頸・乳）は、大腸を除く部位で減
少している。

　健（検）診予約システムの未導入市町村に対してシステムの導入
を働きかけるなど、健（検）診を受診しやすい環境整備を進めると
ともに、かかりつけ医等による受診勧奨などを通じて、健（検）診
の受診促進を図る。

など など

3

　国は令和７年までに全ての市町村でチームオレンジを立ち上げ
ることを目標としているが、令和６年度末で７市町村９チームに
とどまっている。

　チームオレンジの立ち上げ等を担うオレンジコーディネーター研
修等で設置の意義やノウハウを伝えていく。さらに今年度新たに地
域の認知症に関する資源や人材の活用について、外部からの視点を
取り入れた検討を推進するため、オレンジ・チューターの現地派遣
等を実施する。

など など

2

　本県の広大な面積に加え、専門医不足、地域偏在格差といった
背景から、急性期疾患発症後の速やかな専門治療を行う体制に課
題を抱えている。

　病院内に専門医が不在でも画像により助言が得られるなどのメ
リットがある「遠隔画像連携システム」について、実際に導入し活
用している病院の情報を協議会において共有した上で、今後の展開
について協議を行うとともに、未導入の病院に対して導入に向け働
きかける。

など など

4

　民生委員・児童委員を対象に行った実態調査では、ひきこもり
状態にある者の８割以上が支援を受けていない可能性があり、全
般的に支援が行き届いていないおそれがある。また、市町村に
よって支援件数に大きな差がある。

　県民公開講座等を通じてひきこもりに関する周知・啓発を図る。
また、市町村職員等を対象とした支援者研修会を実施して、身近な
支援体制を強化する。さらに、ひきこもり経験者等を対象に支援
ニーズ調査を行い、その結果を基に一人でも多くのひきこもり当事
者や家族が支援につながるよう、より効果的な情報発信や相談体制
の充実を図る。

など など

　自己評価の「Ｅ」をもって妥当とする。
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